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現状と課題

2017年8月

１ 生活保護制度について

また、同法には生活保護制度を具体的に実施する場合の原則が定められている。

・「申請保護の原則（法第７条）」 ・「基準及び程度の原則（法第８条）」

・「必要即応の原則（法第９条）」 ・「世帯単位の原則（法第１０条）」

生活保護法（昭和25年法律第144号。以下「法」という。）

第1条 この法律は、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮する
すべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度
の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。
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日本国憲法（昭和21年11月3日憲法）

第25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。

生活保護法には生活保護制度の具体的な仕組みとして４つの原理が定められている。

・「国家責任の原理（法第１条）」 ・「無差別平等の原理（法第２条）」

・「最低生活保障の原理（法第３条）」 ・「補足性の原理（法第４条）」



現状と課題

2017年8月

（１）生活保護制度における「世帯」について

生活保護法第10条は、保護の要否及び程度を判断する場合の単位として「世帯」
を原則とすることを定めている。

生活保護手帳別冊問答集（※１）によれば、その理由を「各個人の経済生活は通常
世帯を単位として営まれており、したがって、保護を必要とする生活困窮という事態
は、世帯員のある特定の個人についてあらわれるものではなく、世帯全体に同じ程度
においてあらわれるから」としている。

また、生活保護制度上の「世帯」とは、「主に生計の同一性に着目して、社会生活
上、現に家計を共同にして消費生活を営んでいると認められるひとつの単位」である
としている。

法第10条 保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする。但し、これに
よりがたいときは、個人を単位として定めることができる。

※１ 生活保護手帳別冊問答集
厚生労働省社会・援護局保護課長「生活保護問答集について」（平成21年3月31日付事務連絡） 3



現状と課題
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（２）生活保護制度における「世帯分離」について

保護の実施は「世帯」を単位として行うのが原則となっていますが、被保護者の
自立を損なうと認められるような場合に、同一世帯であっても保護の要否及び程度
を決定する上で別世帯と同じように扱うこととする擬制的措置をとることができる。

世帯分離措置により、保護を受けないこととなった者にとっては、保護の基準に
定める最低生活の枠内に入れられるという制約を受けなくなることがメリットとな
る。

今回、後述する堺市における調査の対象となった学生（大学・短大・専門学校に
通学している者）についても、生活保護を受給している世帯から、分離された状態
で学生生活を営んでいる（※２）。

※２ 厚生省社会局長通知「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年社発第246号）第１－５に
おいて、次のいずれかに該当する場合は、世帯分離して差しつかえないこととされている。

（１）保護開始時において、現に大学で就学している者が、その過程を修了するまでの間であって、その就学が特
に世帯の自立助長に効果的であると認められる場合

（２）次の貸付金を受けて大学で就学する場合
ア 独立行政法人日本学生支援機構法による貸与金
イ 国の補助を受けて行われる就学資金貸与事業による貸与金であってアに準ずるもの
ウ 地方公共団体が実施する就学資金貸与事業による貸与金（イに該当するものを除く。）であってアに準ずる

もの
（３）生業扶助の対象とならない専修学校又は各種学校で就学する場合であって、その就学が特に世帯の自立

助長に効果的であると認められる場合 4
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（２）生活保護制度における「世帯分離」について
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学校区分ごとの生活保護の取扱い

学校区分
生活保護の取
扱い

生活保護費

小・中学校 世帯内就学 算定される

高等学校等 世帯内就学 算定される

大学・短大・専門
学校

世帯分離 算定されない

¥216,000

¥177,000

¥100,000

¥130,000

¥160,000

¥190,000

¥220,000

¥250,000

世帯分離前 世帯分離後
生活保護基準額

保護費減

3.9万円

大学等に進学した子どもに対して、生活保護世帯から保護を外す「世帯分離」措置を
とったことにより、該当者（大学等で就学している学生等）については、保護世帯との
同居は認められるが、生活保護が適用されなくなり、保護世帯の生活保護費は、該当者
分減額される（医療扶助も適用されない）。

世帯分離された学生は、奨学金とアルバイトにより学費と生活費すべてを稼ぐ必要が
ある。

堺市において実施した「生活保護世帯の大学生等に対する生活実態調査」の結果、平
均３．９万円程度の生活保護基準額が減少していることがわかった。
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現状と課題

（３）進学と就職

全世帯と比較して、生活保護世帯の子どもの大学等進学率については、大きく開きが
ある。また、進学先の内訳として、大学・短大への進学において、大きな差が生じてい
ることが分かる。
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（過年度高卒者等を含む。）
２）生活保護世帯については、内閣府「第４回子供の貧困対策に関する
有識者会議」資料「子供の貧困に関する指標の推移」より作成
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（３）進学と就職
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わが国においては、新規卒業者を採用する傾向があるが、学歴別の初任給額において
は、高校卒よりも大学卒の方が高く、正規の職員・従業員として雇用される比率も大学
卒の方が高い。

産業別・学歴別の初任給額

初任給額 （単位：千円）

高校卒
高専・短大

卒
大学卒

大学院修士
課程修了

産業計 161.3 176.9 203.4 231.4

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 169.5 169.5 223.2 250.3

Ｄ 建設業 170.3 184.8 210.2 235.1

Ｅ 製造業 161.4 176.8 202.0 229.5

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 161.9 179.4 200.9 223.9

Ｇ 情報通信業 168.7 189.3 212.0 238.4

Ｈ 運輸業，郵便業 161.2 168.0 192.8 210.2

Ｉ 卸売業，小売業 161.7 173.3 203.8 235.6

Ｊ 金融業，保険業 150.6 174.4 202.7 233.5

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 164.2 182.2 210.8 226.6

Ｌ 学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 162.9 185.3 204.2 229.2

Ｍ 宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 159.2 167.4 191.7 196.1

Ｎ 生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業 165.1 172.5 204.8 212.6

Ｏ 教育，学習支援業 157.6 175.9 200.6 235.4

Ｐ 医療，福祉 151.5 179.2 196.7 212.8

Ｑ 複合ｻｰﾋﾞｽ事業 148.0 159.7 179.0 192.3

Ｒ ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) 161.0 173.8 203.6 220.0
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若年雇用者の学歴別正規比率（男女計）
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出所）厚生労働省「平成２８年賃金構造基本統計調査」をもとに作成

出所）総務省統計局「就業構造基本調査」をもとに作成
（注）１）2007年、2012年については、専門学校卒は短大・高専に含め、大学・大学院は

大学と大学院を合算した。
２）小学･中学、高校・旧制中学は15～19歳、それ以外は20～24歳。
３）正規比率＝（正規の職員・従業員（卒業者）／雇用者（卒業者））×100
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（４）学費について
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わが国における大学授業料は高騰しており、国立大学では過去40年の間に授業料が約
15倍となっている。また、OECD34か国の中でもトップクラスに高くなっている。
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（円）
（円）

出所）文部科学省「私立大学等の平成２６年度入学者に係る学生納付金等調
査結果について」における参考資料「国公私立大学の授業料等の推移」をもと
に作成
（注）１） 年は入学年度である。

２） 国立大学の平成１６年度以降の額は国が示す標準額である。
３） 私立大学の額は平均である。

国立 授業料＋入学金 86,000円（昭和50年）
→ 817,800円（平成26年）

私立 授業料＋入学金 278,261円（昭和50年）
→ 1,125,473円（平成26年）
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現状と課題

2017年8月

（４）学費について



現状と課題

2017年8月

（５）生活保護制度における修学と「世帯分離」

生活保護制度において、かつては高校生も世帯分離の対象となっていたが、時間をか
けて要件が緩和され、1970年（昭和45年）に世帯内就学が容認されることとなった。
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改定年次 改定内容 （厚生省社会局保護課編「生活保護三十年史」（昭和56年発行）を基に作成）

1958年（昭和33年） ●高校修学者の分離適用を明示
１ 定時制高校
２ 日本育英会の特別貸与又はこれに準ずる奨学金（大臣承認）を受けている場合
３ 実業高校又は日本育英会の一般貸与奨学金を受けて高校等（夜間大学を含む）に進学する者で
自立助長に効果的なもの

1961年（昭和36年） ●普通高校修学者についても、一般的に世帯分離を認める。

●日本育英会、母子福祉資金、地方公共団体による奨学金を受け、それと自己の収入により教育費がまかなわ
れている場合は、高校の世帯内修学を認める。

1963年（昭和38年） ●高等専門学校、短大、大学の最終学年在学中の世帯分離を明示

1966年（昭和41年） ●高等専門学校生徒の世帯分離を認める。

1967年（昭和42年） ●世帯内高校修学の要件の緩和（ 日本育英会等による公的奨学金の貸与→私人又は任意団体の奨学金で
あっても安定性のあるもの）
●日本育英会法による特別貸与奨学金を受けて高校で修学ある場合、世帯内保護を認める。

1969年（昭和44年） ●日本育英会法の奨学金等を受けて世帯内修学が認められている高校の範囲を高等専門学校まで拡大
●稼働能力を活用している者の定時制高校の世帯内修学を認める。

1970年（昭和45年） ●保護開始時、現に大学で修学している者については修学中世帯分離を認める。
●高校の世帯内修学を一般的に認める。

1973年（昭和48年） ●余暇利用の夜間大学での世帯内修学を認めることの明文化

1974年（昭和49年） ●高校に準ずる各種学校での世帯内修学を知事協議により認める。
●大学修学の世帯分離要件について、日本育英会法による一般貸与奨学金者も認める。
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２ 課題解決に向けた取り組み

2016年、勉強会（※３）において、当時話題となりつつあった「奨学金問題」を取
り上げた。

これまでも当然、ケースワーカーとして担当する被保護世帯の高校生から進学の相談
があった場合は、実施要領に則り、「生活保護世帯でも大学に行けるよ」「奨学金を利
用することで学費を賄うことも可能だよ」「世帯分離措置によって、今住んでいる家を
出ていかなくても大丈夫、生活費はアルバイトで賄おう」などと説明してきた。

※３ 勉強会
2015年から実施する、堺市の若手ケースワーカーらでつくる勉強会。
「生活困窮者の支援の在り方研究会（Switch）」と称し、活動内容をFacebookに掲載しています。

今回改めて話し合いをしたところ、ケースワーカーから、次のような意見が出された。

そこで、まずは実態を把握し、必要な支援を検討することとした。

・「奨学金の利用」を伝えていたとしても、毎月どれ位借りられて、その結果どれ位返さなければ
ならないか、返済のことまでしっかり考えて具体的に伝えられていたかは分からない。
・ 「アルバイト」について話していたが、それがどのような影響を持つのか、どれくらい収入を得
なければならないのか、将来を見据えた助言ができていたか分からない。

・「生活保護世帯の大学生等」が生活保護の対象ではなく、本人が大学等へ進学した後は家族
を通じて年１回程度状況を聞き取るのが精いっぱい、ということを前提としつつも、 「漠然と何
とかなっているだろうと思っていたが、実はよく見えていない」「自分たちはケースワーカーとして
フォローできているのだろうか」
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生活保護世帯の大学生等に対する実態調査－調査概要－

2017年8月

＜調査の概要＞
１ 調査名

堺市生活保護世帯の大学生等に対する生活実態調査（以下「堺市調査」という。）

２ 調査基準日
平成28年10月1日

３ 調査期間
平成28年10月1日～平成28年12月27日

４ 調査方法
対象となる者がいる全ての世帯に対し、家庭訪問により調査の趣旨を説明の上調査票を配布し、直接若しくは

郵送により回収

５ 対象
基準日（平成２８年１０月１日）時点で、大学、短期大学、専修学校（以下、大学等という。）に在籍しており、市内の

生活保護世帯で同居しており、厚生省社会局長通知「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年社発第246
号）第１－５－（１）～（３）に基づき世帯分離を行っている者（168人）

６ 回収結果
有効回答数106人（回収率63.1％）

（注）１ 本調査における学生生活費は学費と生活費とを合わせたものである。
学 費：授業料、その他の学校納付金、修学費、課外活動費、通学費の合計
生活費：食費、住居・光熱費、保健衛生費、娯楽・し好費、その他の日常費の合計

２ 本調査結果の集計各表は端数処理（四捨五入）後の数値を使用しており、内訳の合計値と合計欄の値が
一致しないことがある。

３ 質問の一部に回答がない調査票は、一部の集計の際に集計対象から外したものがある。
４ 本調査の分析にあたっては、独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）が全国の学生を対象に平成26年11月

に実施した「平成26年度学生生活調査（以下「JASSO調査」という。）」における「大学（昼間部）」の「自宅」
の結果と比較している。
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生活保護世帯の大学生等に対する実態調査－結果概要－

2017年8月

（１）卒業までの奨学金借入総額（見込額） （２）奨学金貸与月額

卒業までの奨学金の借入総額（見込み）について、生活保護世帯の大学生の場合、「400万円～500万円」、
短大・専修学校生では「300万円～400万円」の回答が最も多くなっている。奨学金総額が「400万円以上」の
大学生は全体の74.1％（「500万円以上」55.6%）、短大・専修学校生では「300万円以上」の学生が56.8%で
あった。 13

73 %

55 %

奨学金総額

400万円以上

奨学金総額

300万円以上

奨学金総額
（見込み）

０
～
５０
万円

５０
～

１００
万円

１００
～

２００
万円

２００
～

３００
万円

３００
～

４００
万円

４００
～

５００
万円

５００
～

６００
万円

６００
～

７００
万円

７００
～

８００
万円

８００
～

９００
万円

１００
０

万円
～

合計

大学 0.0 0.0 1.9 14.8 9.3 18.5 14.8 14.8 16.7 7.4 1.9 100

短大・専修
学校

2.7 0.0 21.6 18.9 29.7 16.2 8.1 2.7 0.0 0.0 0.0 100

全体 1.1 0.0 9.9 16.5 17.6 17.6 12.1 9.9 9.9 4.4 1.1 100

奨学金の貸与月額（平均）

月額

10 万円

（単位：％）
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（３）学生の年間収入

（４）学生生活費（学費と生活費の合計）

生活保護世帯の大学生等の年間収入は年間１８１万円となっており、 JASSO調査の大学生とほぼ同額であっ
た。ただしその内訳は大きく異なる。
生活保護世帯の大学生等は、出身世帯である生活保護世帯から援助がほとんど得られず、かわりに収入の７

割を（貸与型）奨学金が占めていた（ JASSO調査では家庭援助６割弱、奨学金２割）。
また、収入の使途（支出）について、その７割（１２８万円）が就学関係費（授業料、通学費ほか）に充てられて

いることがわかった。
14

堺市調査（平成28年）
年間収入181万円

JASSO調査（平成26年）
年間収入180万円

奨学金
７１％

アルバイト
２１％

家庭援助
６％

奨学金
２１％

家庭援助
５６％

アルバイト
２０％

堺市調査（平成28年）
年間支出181万円

就学関係費
７１％

生活保護世帯の学生

就学関係費 ¥1,279,500

食費・住居費等 ¥121,000

保健衛生費 ¥49,800

娯楽・し好費 ¥104,000

その他日常費 ¥256,400

年間支出合計 ¥1,810,700

学生の
年間収入

比較
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（５）学生のアルバイト従事状況（単位：％）

学生のアルバイト従事状況について、JASSOの調査結果との比較では、生活保護世帯の大学生等の方が

アルバイトに従事している割合は高い。また、生活保護世帯の大学生等は、授業期間中と長期休暇中のア
ルバイトの従事日数に変化があまり見られない。 15

堺市調査（平成28年） JASSO調査（平成26年）

区分
従事日数別

割合
区分

従事日数別
割合

授業
期間中

不定期的にした 18.8

授業
期間中

不定期的にした 13.4

週に１～２日した 15.3 週に１～２日した 36.7

週に３日以上した 65.9 週に３日以上した 49.9

長期
休暇中

不定期的にした 20.0

長期
休暇中

不定期的にした 16.2

週に１～２日した 11.8 週に１～２日した 16.7

週に３日以上した 67.4 週に３日以上した 67.2

区分 堺市調査（平成28年） JASSO調査（平成26年）

アルバイトに従事している 82.5 73.2

アルバイトに従事していない 17.5 26.8
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（６）学生の不安や悩み（単位：％）

（７）奨学金返済に対する不安（単位：％）

学生の不安や悩みについて、多くの項目において、生活保護世帯の大学生等とJASSOの調査結果との間
に大きな差は見られない。

しかし、経済的に勉強を続けることが難しいと感じている学生の割合については、生活保護世帯の大学
生等においてはJASSOの調査結果の約３倍の割合を示している。

一方で、卒業後にやりたいことがみつからないと感じている学生の割合については、生活保護世帯の大
学生等の方が低くなっており、目的意識をもって就学している生徒が多いと推察される。 16

53 %

経済的に勉強を続けることが困難
と回答した割合

「とても不安」「少し不安」と回答した割合

85 %

区分 大いにある 少しある あまりない 全くない 無回答

授業の内容について
いっていない

堺市調査 1.9 31.1 38.7 28.3 0.0

JASSO調査 4.6 30.6 39.8 24.9 0.1

卒業後にやりたいこと
がみつからない

堺市調査 8.5 20.8 32.1 38.7 0.0

JASSO調査 12.6 28.2 29.7 29.4 0.1

希望の就職先や進学
先へ行けるか不安だ

堺市調査 30.2 34.0 18.9 17.0 0.0

JASSO調査 33.7 36.2 14.6 15.4 0.1

経済的に勉強を続ける
ことが難しい

堺市調査 13.2 39.6 28.3 18.9 0.0

JASSO調査 2.6 14.7 39.7 42.8 0.1

学内の友人関係の悩
みがある

堺市調査 8.5 16.0 34.0 41.5 0.0

JASSO調査 3.5 14.4 36.2 45.8 0.1

返済に対する不安 回答割合

とても不安 61

少し不安 24

どちらでもない 7

ほとんど不安はない 3

全く不安はない 5
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（８）低所得世帯の子どもの大学等への進学を支援するために望ましいと考える制度（複数回答）

（９）給付型奨学金として望ましい金額（月額）

生活保護世帯の大学生等が考える低所得世帯の子
どもへの支援策としては、学費の減免制度が最も多く
挙げられ、給付型奨学金、無利子の貸与型奨学金、
生活保護制度における世帯内就学が続く。

また、給付型奨学金を支援策として希望する学生から
は、左記のような金額を希望する声があった。

17

第１位 学費の減免制度

第２位 給付型奨学金

希望する支援制度 度数 回答数/N(%)

給付型奨学金 71 67.0

無利子の貸与型奨学金 60 56.6

学費の減免制度 76 71.7

進路相談窓口 13 12.3

大学生等への生活保護の適用 40 37.7

アルバイトの斡旋・紹介 8 7.5

特に必要ない 1 0.9

合計 269 100

必要金額 度数 確率(%)

１～２万円 0 0.00
２～３万円 4 5.63
３～４万円 9 12.68
４～５万円 11 15.49
５～６万円 12 16.90
６～７万円 3 4.23
７～８万円 5 7.04
８～９万円 2 2.82
９～１０万円 11 15.49
１０万円以上 13 18.31

無回答 1 1.41
合計 71 100
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（１０）自由記述（一部抜粋）

経済的に苦しい家庭にあっても学びたいという意欲のある学生にとって奨学金制度の存在はとてもありが
たいものであり、私もこの制度を利用して大学で学ぶことができています。しかし現在私も利用している日
本学生支援機構の第2種奨学金は返還に伴い利子がついてしまうので今後の返済のため生活が苦しくなっ
てしまう不安はあります。（-中略‐）今後はぜひとも全ての奨学金を給付型か無利子で行っていただきたいと
考えています。 （-中略‐）給付型の奨学金が広く利用できるようになれば全ての学生が等しく学びの機会を
得られるようになり、貧困家庭の子どもも将来はしっかり自立していけると思います。

奨学金制度のおかげで家庭の経済状況が苦しくても将来のために大学に進学出来ていることは助かって
いますが（‐中略‐）返還において利子がつくのは非常に額も多く負担が大きすぎるので無利子にすべきだと

思います。法が改正されたら改正以前に奨学金制度を利用していた分も無利子とするなど何かしらの軽減
措置をとってほしいです。

実習などに費用が必要ですが、実習中にバイトもできず、金銭的に困っています。（以降、略）

誘導的な質問ばかりでこんなアンケート無駄だし負担でしかない。
困ると言うか、こんなものに時間を取られて非常に憤りを感じる。

18

経済的に困難していますので、アルバイトもしなければなりません。仕事をし過ぎた時もあり、体調不良に
なりました。（以降、略）

どの大学でも、授業料が高すぎると思います。（-中略-）この時代は、大学に出ていないと就職が厳しいで

す。大学の授業料、無償化までとは言はないけれど、授業料は減免したり、奨学金の返済額を減らすといっ
た対策をして欲しいと思います。
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３ 調査結果を受けて

朝日新聞（2017年5月13日付朝刊）

ダイヤモンド・オンライン（2017年5月26日配信） 19
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（１）国の動き

（厚生労働省 発言要旨）

今回の調査結果は、目的意識を持って大学進学していることもわかり、意義のある調査だと思っている。委員からあったとおり、
示唆に富むもの。

大学に進学する子どもについて、全国的にも実状を把握すべきと考えるが、現場のケースワーカーの負担も考え、調査手法を
含め検討していきたい。

（ア）2017年5月30日参議院厚生労働委員会（山本かなえ委員より本調査を紹介の上、質疑）

（塩崎厚生労働大臣 発言要旨）
あらゆる子どもが、希望すれば大学にいけるよう支援することが、国がすべきこと。
生活保護世帯の子どもについても同様。

生活保護に至らない生活困窮世帯の子どもに対する支援、生活保護にならずとも、実質困窮世帯も同じような状況にある。
大学にいかずに就職している人もいる。そういった人たちとのバランスも考えながら、生活保護世帯、生活困窮世帯の人が希
望すれば大学に進学できるよう支援方策を考える必要があり、また、納税者の理解を得ることも含め、総合的に検討していき
たい。

（樋口文部科学省大臣政務官 発言要旨）
授業料の減免制度もまだ不十分といったところ。新たな支援策の検討も必要と考える。

（イ）2017年6月19日 ＮＨＫニュース

生活保護受給世帯の子どもの進学後押し支給減額縮小を検討（6月19日 5時02分）

厚生労働省は、生活保護を受給している世帯の子どもの進学を後押ししようと、子どもが大学などに進学したあとも家族と
同居する場合は「住宅扶助」の加算を残すなど、世帯に対する生活保護の支給額の減額を今よりも少なくする方向で検討を
始めました。（中略）

厚生労働省は、生活保護を受給している世帯の子どもの進学を後押ししようと、大学などに進学した子どもが対象から外れ
る今の制度は維持しながらも、世帯に対する支給額の減額を今よりも少なくする方向で検討を始めました。

具体的には、子どもが進学したあとも家族と同居する場合、家賃を補助する「住宅扶助」の子ども分の加算を残すことを検
討していて、東京２３区内に住む母親と子ども１人の世帯では、減額がこれまでの５万円余りから４万円余りに抑えられます。

厚生労働省は、来年４月に進学する子どもがいる世帯にも適用できるよう、必要な予算を来年度予算案の概算要求に盛り
込みたい考えです。

20
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（２）学生を支える仕組みの検討

今回の調査で把握した学生の実態は、切実なものであったと認識。

望ましいのは、生活保護世帯であるか否かを問わず、どのような選択をし
たとしても、その選択が尊重され、新たな貧困を生み出さない社会

（ア）生活保護制度における世帯内就学

（イ）奨学金制度の再構築

（ウ）学校における諸費用（特に学費）の減免措置

21

学生を支える仕組みとして考えられるのは・・・

制度変更のためには、

時間 と予算 が

必要
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ご清聴ありがとうございました。
22

（３）堺市の取組み

生活保護世帯の大学生等に対する実態調査－結果を受けて－

国の動きを見守りながら、堺市としてはまず
できるところから取り組んでいく。

平成２９年度においては、これまでに市とし
て実施してきた学習支援事業及び生活保護
ケースワーカーによる子どもの自立に向けた
相談支援に関する取組みの成果や課題を検
証するとともに、本調査の結果を分析し、生活
保護世帯及び生活困窮世帯の子どもを対象
とした進路（就学）支援プログラム（支援する
側が組織的かつ具体的に取り組むための実
施手順）の策定に取り組み、個別支援の充実
化を図っていくこととしている。
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